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渡嘉敷村給与・定員管理等の状況（平成 30 年度版） 

 

Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況  

１ 退職の状況（平成 30 年度） 

（単位：人） 

区  分 
定年 

退職 

勧奨 

退職 

そ  の  他 

合  計 普通 

退職 

分限 

免職 

懲戒 

免職 
失職 

死亡 

退職 

一般行政職等 － 1 2 － － － － 3 

海 事 職 １ － － － － － － １ 

         

         

         

合 計 1 1 2 － － － － 4 

（注） 表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。     

（１）定年退職   地方公務員法第２８条の２第１項の規定による退職  

（２）勧奨退職  任命権者が行う退職勧奨に応じた退職 

（３）普通退職  自己都合による退職 

（４）分限免職  地方公務員法第２８条第１項の規定による免職 

（５）懲戒免職  地方公務員法第２９条の規定による免職 

（６）失職    地方公務員法第２８条第４項の規定による失職   

 

 

Ⅱ 職員の競争試験及び選考の状況 

１ 採用試験の実施状況（平成 30 年度）  

（１）採用試験受験者数及び最終合格者数  

  （一般競争試験） 

試験区分 申込者数 受験者数 
１次試験 

合格者数 

２次試験 

合格者数 

競争倍率 

(倍) 

行政職初級 4 4 2 2 2 

海事職中級 8 8 － 1 8 

幼稚園教諭・保育士 － － － － － 

  

（２）採用試験の実施日程 

試験 

区分 

試験 

公告日 

受付  

期間  
１次試験 

１次試験 

合格発表 
２次試験 

２次試験 

合格発表 

一般・船舶乗務員 H30.8.28 H30.8.28~H30.9.15 H30.10.28 H30.11.16 H30.12.9 H30.12.19 

幼稚園教諭・保育士 H30.1.25 H31.1.25~H31.2.9 －  H31.2.17 H31.2.27 

   ※船舶乗務員・幼稚園教諭・保育士は 2 次試験のみの実施  
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Ⅲ 職員の給与の状況  

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(平成30年1月1日現) 

歳 出 額 

Ａ 
実質収支 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

30年度の人件率 

29年度 

               人 

  725 

千円 

1,927,644 

千円 

72,764 

千円 

338,035 

      ％ 

17.53 

       ％ 

19.34 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ  

給     与     費 

 

１人当たり 

給与費 B/A 

(参考)類似団体平均

１人当たり給与費 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

29年度 

  

人 

35 

千円 

129,306 

千円 

     12,613 

千円 

45,657 

千

円 

    187,576 

千円 

5,359 

千円 

  5,445 

（注） １ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は平成 30 年４月１日現在の人数である。 

（３）ラスパイレス指数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

※平成 30 年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、 

③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

 

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職  

     員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸 

     給月額を 100 として計算した指数。 

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 
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（４）給与改定の状況 

①月例給 

区分 

人事委員会の勧告 

給与改定率 

 （参考） 

国の改定率 

 

民間の支給 

割合  Ａ 

公務員の 

支給月数Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

30 年度 
円 

－ 

円 

－ 

 

－％ 

 

－％ 

％ 

0.23 

％ 

0.2 

 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。 

      ※本村は人事委員会を設置していないため、勧告欄記載なし 

 

②特別給（期末・勤勉手当） 

区分 

人事委員会の勧告 

年間支給月数 

 （参考） 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合  Ａ 

公務員の 

支給月数Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

30 年度 
月 

－ 

月 

－ 

月 

－ 

月 

－ 

月 

4.45 

月 

4.45 

   （注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数

である。 

 

 （５）給与制度の総合的見直しの実施状況 

①給料表の見直し 

     [  実施  未実施  ] 

（給料表の改定実施時期）平成 30 年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均 0.2％引上げ。 

    他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

②地域手当の見直し 

対象地域ではない。 

 

③その他の見直し内容 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 30 年４月１日現在） 

  ①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

渡嘉敷村 41.5 歳 289,637 円 323,856 円 －円 

沖縄県 43.1 歳 327,050 円 413,909 円 369,953 円 

国 43.5 歳 329,845 円  410,940 円 －円 

類似団体 41.2 歳 292,303 円 336,451 円 318,919 円 
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②海事職 

区 分 

公 務 員 民  間 参 考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 

平均給与月額 

(A) 

平均給与月額 

（国ﾍﾞｰｽ） 

対応する

民間 

の類似職

種 

平均年齢 
平均給与 

月額(B) 
Ａ／Ｂ 

渡嘉敷村 47.0 歳 18 人 312,175 円 390,122 円 382,506 円 － － － － 

沖縄県 － 歳 － 人 － 円 － 円 － 円 － － － － 

国 － 歳 － 人  － 円 － 円 － 円 － － － － 

類似団体 － 歳 － 人 － 円 － 円 － 円 － － － － 

※ 海事職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

   ※ 年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・

勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 30 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、

地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

    （２）職員の初任給の状況（平成 30 年４月１日現在） 

区  分 渡嘉敷村 沖縄県 国 

一般行政職 

大 学 卒 180,700 円 180,700 円 180,700 円 

高 校 卒 148,600 円 148,600 円 148,600 円 

海事職 

短 大 卒 168,900 円   －  － 

高 校 卒 160,100 円   － － 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給与月額の状況（平成 30 年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年-19年  経験年数20年-29年 経験年数30年－ 

一般行政職 

大 学 卒 －  － － 

高 校 卒 239,200  円  336,590  円 379,360 円 

海事職 高 校 卒 333,825  円  366,550  円 344,466 円 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 （１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成 30 年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１級 主事 5 人 17.14％ 141,600 円 246,600 円 

２級 主事 8 人 14.28％ 191,700 円 303,400 円 

３級 主任 3 人 14.28％ 227,900 円 349,200 円 

４級 主任・課長補佐・所長 10 人 28.57％ 261,100 円 380,200 円 

５級 課長補佐・所長・課長・教頭・参事 5 人 17.14％ 287,100 円 392,200 円 

６級 課長・参事 4 人 8.59％ 317,700 円 409,400 円 

計  人 100％   

（注）１ 渡嘉敷村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
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２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

人事評価未導入のため、昇給への勤務成績の反映は行っていない。 

 ４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

渡嘉敷村 沖縄県 国 

１人当たり平均支給額（30年度） 

1,291千円 

１人当たり平均支給額（30年度） 

 1,395千円 

１人当たり平均支給額（30年度） 

          － 千円 

（30年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当 

2 .6 月分     1.85 月分  

(2 .35)  

（30年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当 

2 .6 月分     1 .85 月分  

(2 .35)  

（30年度支給割合） 

  期末手当     勤勉手当 

2 .6  月分      1 .80 月分  

（加算措置の状況） 

無し 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算5~20%まで 

管理職加算10% 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算5~20%まで 

管理職加算10~25％ 

  （注）  （  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。  

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

人事評価未導入のため、成績率への勤務実績の反映は行なっていない。 

（２）退職手当 

渡嘉敷村 国 

（支給率）     自己都合   勧奨・定年 

勤続 2 0 年          20.445月分  25.55625月分 

勤続 2 5 年          29.145月分   34.5825月分 

勤続 3 5 年          41.325月分   49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置 

1人当たり平均支給額   13346 千円 

（支給率）    自己都合   応募認定・定年 

勤続 2 0 年          20.445月分   25.55625月分 

勤続 2 5 年          29.145月分    34.5825月分 

勤続 3 5 年          41.325月分    49.59月分 

最 高 限 度 額   49.59月分    49.59月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置 (2%～ 45%加算 )  

  （注）退職手当の１人当たり平均支給額は平成 30 年度に退職した職員に支給された平均額である。  
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（３）特殊勤務手当 

支給実績（平成30年度決算）                 3,293千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）                  182,944 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（30年度）                 30.0     ％ 

手当の種類（手当数）        5種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（30年度決算） 左記職員に対する支給単価 

船舶乗務員手当 船長・機関長・船舶乗務員 村営船舶の運航に従事したとき 2846千円 月額8,000円～20,000円 

行旅病人等取扱手当 行旅病人等を取り扱う職員 0千円 1回 1,500円～4,000円 

暴風雨時勤務手当 暴風雨の来襲が予想されるため特に勤務を命じられた職員 446千円 １時間 700円 

防疫作業手当 防疫作業に従事する職員 0千円 1日 290円 

船舶運航管理者手当 
旅客船の運航業務を適正かつ円滑に処理するため業務実施の

基準を明確にし、輸送の安全を確保する業務に従事する職員 
－ １月4,000円 

 

（４）時間外勤務手当 

支給実績（平成30年度決算） 5 ,535  千円 

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 92  千円 

支給実績（平成29年度決算） 5 ,627 千円 

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 106 千円 

 

（注）職員一人当たり平均支給額を算出する歳の職員数は、「支給実績（ 29 年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数

（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない  

（５）その他の手当 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(平成29年度決算) 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

(平成29年度決算) 

扶 養 手 当      

扶養親族（配偶者、22歳に達する日

以降の最初の3月31日までの間にあ

る子、60歳以上の父母等）のいる職

員に支給 

①配偶者               10,000円 

②扶養親族        6,500円 

③配偶者がいない場合の 

扶養者のうちの１人   10,000円 

④特定期間の加算        5,000円 

同 － 9,648 千円 219,285 円 

住 居 手 当      
住居を借り受けしている職員に支給

（限度額）         27,000円 
同 － 6,645 千円 265,823 円 

通 勤 手 当      

通勤距離が２㎞以上で、自動車等を

利用している職員に支給 

①バス等  1ヶ月の定期券等の価格 

②自家用車 2,000円～6,200円 

異 

自動車等使

用の場合の

距離区分 

997  千円 33,240 円 

管理職手当 
管理又は監督の地位にある職員に支

給 給料の２％ 
異 

国：8% 

～25% 
1,199 千円 109,026 円 

宿日直手当 

宿日直手当を命ぜられた職員 

勤務１回 4,400円 同じ －   1,978 千円 

4,400  円 

から 

46,200 円 
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５ 特別職の報酬等の状況（平成 30 年４月１日現在） 

区   分  給料月額等  

給
料 

 

村  長  

 

副村長  

 

 

639,000 円  

（     円）  

517,000 円  

（     円）  

（参考）類似団体における最高／最低額  

763,000 円／ 384,000 円  

 

630,000 円／ 391,800 円  

 

報
酬 

議  長  

 

副議長  

 

議  員  

 

207,000 円  

（     ）円  

171,000 円  

（     ）円  

162,000 円  

（     ）円  

   344,000 円／ 140,000 円  

 

   279,000 円／ 115,000 円  

 

   261,000 円／ 100,000 円  

期
末
手
当 

村  長  

副村長  

（平成 30 年度支給割合）  

      3.15 月分  

議  長  

副議長  

議  員  

（平成 30 年度支給割合）  

      3.15 月分  

退
職
手
当 

 

村  長  

副村長  

     （算定方式）      （ 1 期の手当額）  （支給時期）  

639,000 円×在職年数×500／ 100  12,780,000 円    任期毎  

517,000 円×在職年数×300／ 100   6 ,204,000 円    任期毎  

備  考   

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 

 勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由  （各年４月１日現在） 

                                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

   ２ [  ]内は、条例定数の合計である。 

           区 分 

部 門 

職員数 
対前年 

増減数 
   主 な 増 減 理 由            平成 

28年度 

平成 

29年度 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会 

総務 

税務 

民生 

衛生 

農林水産 

商工 

土木 

1 

7 

2 

9 

2 

3 

2 

2 

1 

7 

2 

9 

2 

3 

2 

2 

 

 

 

 

 

計 28 28  

＜参考＞ 

 人口1,000人当たりの職員数 35.71人 

（類似団体の人口1,000人当たりの職員数 18.6人） 

教育部門 7 7   

消防部門     

 小  計 35 35  

＜参考＞ 

 人口1万人当たりの職員数 人 

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 21.9人） 

公

営

企

業

等

会

計 

水道 

交通  

その他 

1 

23 

1 

1 

23 

1 

  

臨時的任用職員の採用 

 小  計 25 25 0  

  合  計 
60 

[70] 

60 

[70] 
 

＜参考＞ 

 人口1,000人当たりの職員数 99.9人 
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0.0 0.0

3.5
1.8

7.0

10.5 10.5

22.8

12.3

15.8 15.8

0.00.0 0.0
1.8

7.1
8.9 8.9

25.0

5.4

17.9

14.3

10.7

0.00

5

10

15

20

25

30

20歳

未満

20～

23歳

24～

27歳

28～

31歳

32～

35歳

36～

39歳

40～

43歳

44～

47歳

48～

51歳

52～

55歳

56～

59歳

60歳

以上

構成比 ５年前の構成比

%

 （２）年齢別職員構成の状況（平成 30 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 
20歳 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 
～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

以上 
計 

職員数 0人 2人 4人 2人 5人 9人 9人 8人 7人 12人 1人 1人 60人 

 

（３）職員の推移（単位：人・％） 

 
平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

過去５年間の 

増減数 

一般行政 26 27 27 28 28 28 2 

教育 8 8 8 8 7 7 --1 

消防 - - - - -  - 

普通会計計 34 35 35 36 35 35 1 

公営企業等会計 24 25 25 24 25 25 1 

総合計 55 58 60 60 60 60 3 

 （注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

     ２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。 

 

 

Ⅳ 職員の勤務時間・その他勤務条件の状況 

 １ 職員の勤務時間の状況（平成 30 年４月１日） 

１週間の 

勤務時間 

勤 務 時 間 の 割 振 り 

始  業 終  業 休憩時間 週 休 日 

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 
午後零時から 

午後１時まで 
日曜日及び土曜日 

（注）１ 「１週間の勤務時間」は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第６項の規定に基づき条例で定めた職員の 

勤務時間である。 

２ 「勤務時間の割振り」は、月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分の時間帯（それに準じた時間帯）に 

勤務時間が割振られている職員の勤務時間である。 

 

0

2

4

20歳未満20～23歳24～27歳28～31歳32～35歳36～39歳40～43歳44～47歳48～51歳52～55歳56～59歳60歳以上

0

5

10

15

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上

構成比

５年前の

構成比

%
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２ 年次休暇の状況（平成 30 年１月１日～12 月 31 日） 

総付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 
一人当たり 

平均使用日数 

1295 日 345.5 日 34 人 10.16 日 

（注）１ 「全期間在職職員数」は、当該年度の全期間在職した職員の合計とし、当該期間の中途に採用された者及び退職した者 

並びに当該期間中に育児休業、分限休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く。 

２ 「総付与日数」は、当該年度の４月１日現在において全期間在職した職員に付与された日数（前年からの繰越分を含む。） 

の合計である。 

３ 「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計である。 

Ⅴ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

１ 分限処分の状況（ 平成 30 年度）                                  （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 第２８条第１項第１号 ０ ０  ０ 

心身の故障の場合 
第２８条第１項第２号 

    第２項第１号 
０ ０ ０ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 第２８条第１項第３号 ０ ０  ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過

員を生じた場合 
第２８条第１項第４号 ０ ０  ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 第２８条第２項第２号   ０ ０ 

職員の分限に関する手続き及び効果に関する

条例第１条の２による場合 
第２７条第２項   ０ ０ 

地方公務員法第２８条第４項により失職した者    ０ 

職員の分限に関する手続き及び効果に関する条例第５条により失職しなかった者    ０ 

合   計 ０ ０ ０ ０ 

（注）１ 職員のうち、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）及び職員の分限に関する手続き及び効果に関する条例 

（昭和４７年豊見城村条例第２８号）に基づき分限処分に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が 

複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。 

２ ２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。 

３ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。 

２ 懲戒処分の状況（ 平成 30 年度）                         （単位：件） 

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 第 29 条第１項第１号 ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った

場合 
第 29 条第１項第２号 ０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

のあった場合 
第 29 条第１項第３号 ０ ０ ０ ０ ０ 

合   計 ０ ０ ０ ０ ０ 

（注）１ 職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が複数回にわたって 

懲戒処分に付された場合は、その数を重複して計上している。 

２ ２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。 
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Ⅵ 職員の服務の状況 

１ 営利企業等の従事許可の状況（ 平成 30 年度） 

区   分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 0 件 0 件 

（注）地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。 

 

Ⅶ 職員の研修状況 

１ 研修の状況（平成 30 年度） 

研 修 名 人数 期間 

派
遣
研
修 

 

県内 

 

 

沖縄県自治研修所派遣研修 

 

10 人 

 

1 日～3 日 

 

県外 

 

 

沖縄県町村会等研修 

 

0 人 

 

3 日～11 日 

一般研修 

新採用職員研修 5 人 5 日 

臨時・嘱託職員研修 0 人  

人事評価者研修 0 人  

その他職員研修 0 人  
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Ⅷ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 職員の福利厚生 

（１）職員の共済制度は、沖縄県市町村職員共済組合及び公立学校共済組合沖縄県支部にて、傷病、出産、休業、障害、災害等に対し短期給付事業・長

期給付事業・福祉事業を実施している。 

 

（２）本村は、職員の福利厚生を実施するために『渡嘉敷村職員互助会』を設置している。この会の事業運営は会員からの掛金により運営することを原

則とし、健康増進活動等の費用として沖縄県市町村職員共済組合、沖縄県市町村職員互助会より助成を受けている。 

     また、県内市町村、一部事務組合で構成される沖縄県市町村職員互助会へ加入し、福利厚生事業の充実を図っている。 

 

   沖縄県市町村職員互助会に対する公費負担状況等（平成 29 年度決算） 

互助会に対する 

公費負担額 

（単位：千円） 

【A】 

会員掛金総額 

（単位：千円） 

【B】 

互助会会員数 

（単位：人） 

【C】 

会員一人当たりの公費の

補助金額（単位：円） 

【A】÷【C】 

 

公費負担率 （単

位：％） 

【A】 

【A+B】 

1,198 2,237 63 19,016 34.8 

 

 

２ 職員健康診断等の実施状況（平成 30 年度） 

区分 内   容 対象者 受診者 

職員健康診断 

一般健診（３５歳未満） ３５歳未満 1 人 

一般健診（３５歳以上） ３５歳以上 28 人 

 

 

３ 職員健康相談の実施状況 

区  分 内  容 

産業医による健康相談 － 

 

４ 公務災害補償の状況 

  （１）公務災害（平成 30 年度） 

前年度末現在 

未処理件数 
受 理 件 数 

認  定  件  数 

取下件数 
年度末 

未処理件数 公務上 公務外 

0 ０ ０ 0 0 0 

（注）地方公務員災害補償法（昭和 42 年法律第 121 号）に基づく職員の公務災害補償の状況である（②において同じ。）。 

 

（２）通勤災害（平成 30 年度）   

前年度末現在 

未処理件数 
受 理 件 数 

認  定  件  数 

取下件数 
 年度末 

未処理件数 通勤災害該当 通勤災害非該当 

0 0 0 0 0 0 

 

 


